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四訂版発行にあたって
本書は、平成30年2月に発刊され、度重なる農地制度等の改正を受け

て、令和2年8月（二訂）及び令和5年6月（三訂）に改訂版を発行し、

農業委員や農地利用最適化推進委員が農業者等からの相談に応じる解

説書として、多くの読者各位にご活用いただいております。

このような中、令和5年以降、農地・農業委員会が深く関わる法制度

の改正等が行われています。主な重要な関係法制度の改正は下記によ

るものです。

① 農地法の一部改正（農地法3条・5条・営農型太陽光発電等）

② 農業経営基盤強化促進法の一部改正（利用権設定廃止・農業経営

発展法人等）

③ 相続土地国庫帰属制度の施行

④ 宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）の施行

⑤ 不動産登記法の一部改正の施行（相続登記の義務化等）

⑥ 民法の一部改正の施行（相隣関係規定の見直し・共有制度の見直

し等）

⑦ 資材置場等目的での農地転用許可の取扱い等通知の発出

このような関係法制度の度重なる改正や抜本的な見直しは、農地制

度をさらに複雑化させ、その事務を繁雑にさせています。農業委員会

では、農地制度等への理解を進め、的確な情報を提供し、制度を活用

していくことが必要であり、農業委員は審議等、また農地利用最適化

推進委員は現場活動等を進め、新たな役割を果たしていくにあたり、

農地制度等の知識を深めることは重要かつ不可欠となっています。

このことを受け、このたび本改正の内容や新たな制度解説等を盛り

〔NHB0301J〕【太洋社()】1頁



A5-無線綴じ･偶数 02A． ･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

込んだ四訂版を発行する運びとなりました。本書を活用することで、
ますます期待されている農業委員会の役割の一助となれば幸いです。
最後に、本書の出版の機会を与えてくださいました新日本法規出版

株式会社の福岡亮祐氏をはじめ編集部また関係各位に心より感謝を申
し上げます。

令和8年6月

本 木 賢太郎
松 澤 龍 人
飯 田 淳 二
瀬 川 大 樹
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執 筆 者 一 覧

本木 賢太郎（弁護士・税理士・公認会計士）

松澤 龍人（一般社団法人 東京都農業会議 事務
局長兼業務部長）

飯田 淳二（一般社団法人 東京都農業会議）

瀬川 大樹（一般社団法人 東京都農業会議）
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24 農地転用の手続と要件は

相談内容

自己所有する市街化区域と市街化区域以外の農地を転用し
たいと考えています。農地転用にあたっての農地法上の手続
と留意点を教えてください。

回 答

１ 市街化区域の農地
市街化区域の農地を転用するときには、農業委員会へ農地転用の届

出を行います。
自己転用の場合は農地法4条1項6号、権利設定を伴う転用の場合は

農地法5条1項7号の届出をします。
市街化区域の農地の転用にあたっては、生産緑地の指定や相続税等

納税猶予制度の適用の有無に留意する必要があります。

２ 市街化区域以外の農地
市街化区域以外の農地を転用するためには、都道府県知事等の許可

を得る必要があります。許可を得るには、許可要件である一般基準と
立地基準を共に満たす必要があります。
農地転用の手続は、転用を実施したい者が、農業委員会に許可申請

書を法定添付書類等とともに提出します（農地4②・5③）。都道府県知事
等の許可を得られれば、申請者に許可書が交付されます。
なお、農地転用の許可を得た後は、都道府県知事等に転用事業の実

施状況を報告すること等が義務付けられています（農地4⑦・5③）。
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解 説

１ 市街化区域の農地の転用
市街化区域の農地を転用するときには、農地転用の届出書を、法定

添付書類等とともに、農業委員会に提出します。
主な法定の添付書類は、次のとおり規定されています。

① 土地の位置を示す地図及びその土地の登記事項証明書（全部事項
証明書に限ります。）（農地規26一、平21・12・11 21経営4608・21農振1599）

② その農地を賃貸している場合には、農地法18条1項の規定による
解約等の許可があったことを証する書面（農地規26二）
このほか、ケースによっては、通常とは異なる添付書類が必要な場

合もあります。
届出書が提出された後、農業委員会は2週間以内に受理通知書を届

出者に交付します。受理日は、届出書が提出された日となり、受理通
知書の効力は届出をした日から有効になりますが、届出者は受理通知
書が交付される日までは、転用事業に着手してはならないと示されて
います（平21・12・11 21経営4608・21農振1599）。
なお、市街化区域で生産緑地（66～68参照）の指定を受けている農

地では、生産緑地法で規定された農業用施設等の転用しか認められて
いません。
また、相続税等納税猶予制度（105～112参照）の適用を受けている

農地においては、規定された農業用施設等以外の農地転用を行った場
合は、期限の確定（制度適用の打切り）となり、猶予税額に利子税を
付して2か月以内に税務署に納付することになります。

２ 市街化区域以外の農地の転用
(1) 農地転用の許可要件
許可を得るにあたっては、一般基準と立地基準を満たすことが必要
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となります。

ア 一般基準

主な一般基準の要件は以下のとおりです。要件の全てを満たす必要

があります（農地4⑥三～六・5②三～八、農地規47・57）。

なお、営農型太陽光発電施設への農地転用の場合は別途、要件が定

められています（農地規47六・57六）。詳しくは34を参照してください。

① 申請者に農地転用を行うために必要な資力及び信用があると認め

られること

② 申請に係る農地転用の妨げとなる権利を有する者の同意を得てい

ること

③ 農地の全てを農地転用に供することが確実と認められること

④ 農地転用の許可を受けた後、遅滞なく、申請に係る農地を申請に

係る用途に供する見込みがあること

⑤ 申請に係る事業の施行に関して行政庁の免許、許可、認可等の処

分を必要とする場合においては、これらの処分がされたこと又はこ

れらの処分がされる見込みがあること

⑥ 申請に係る事業の施行に関して法令により義務付けられている行

政庁との協議を行っており、支障がない見込みがあること

⑦ 申請に係る農地と一体として申請に係る事業の目的に供する土地

を利用できる見込みがあること

⑧ 申請に係る農地の面積が申請に係る事業の目的からみて適正と認

められること

⑨ 申請に係る事業が工場、住宅その他の施設の用に供される土地の

造成のみを目的としないものであること

⑩ 農地転用をすることにより、土砂の流出又は崩壊その他の災害を

発生させるおそれがないと認められること
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⑪ 農業用用排水施設の有する機能に支障を及ぼすおそれがないと認

められること

⑫ 周辺の農地に係る営農条件に支障を生ずるおそれがないと認めら

れること

⑬ 農地の利用の集積に支障を及ぼすおそれがないと認められること

⑭ 農地の農業上の効率的かつ総合的な利用の確保に支障を生ずるお

それがないと認められること

⑮ 仮設工作物の設置その他の一時的な利用に供するための所有権の

取得ではないこと

⑯ 一時転用等の場合において、その利用に供された後にその土地が

耕作の目的に供されることが確実と認められること

イ 立地基準

立地基準の概要は以下のとおりです。立地基準では、転用を行う農

地の立地から、転用許可の可否を判断します。

なお、下表の第1種農地の要件に該当する場合であっても第2種農地

の基準又は第3種農地の基準に該当するものは、第1種農地ではなく、

第2種農地又は第3種農地として区分されます（農地4⑥一ロ・5②一ロ）。

⿥立地基準と転用許可の可否の概要⿦

立 地 農地の状態
転用許可
の可否

農用地区域
内 の 農 地
（農 地 4 ⑥
一イ・5②一
イ）

― 原則不許可
（農地 4⑥一
イ・5②一イ）
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甲種農地 市街化調整区域内にある特に良好な営農条
件を備えている農地で、次に該当する農地
① おおむね10ヘクタール以上の一団の農
地の区域内にある農地で、その区画の面
積、形状、傾斜及び土性が高性能農業機
械による営農に適する農地
② 特定土地改良事業等の施行に係る区域
内にある農地で、工事完了の年度の翌年
度から8年以内の農地

（農地4⑥一ロ・5②一ロ、農地令5・6・12・13、
農地規41・55）

原則不許可
（農地 4⑥一
ロ・5②一ロ）

第1種農地 集団的に存在する農地その他の良好な営農
条件を備えている農地で、次に該当する農
地
① おおむね10ヘクタール以上の一団の農
地の区域内にある農地
② 特定土地改良事業等の施行に係る区域
内にある農地
③ 近傍の標準的な農地を超える生産をあ
げることができると認められる農地

（農地4⑥一ロ・5②一ロ、農地令5・12、農地規
40）

原則不許可
（農地 4⑥一
ロ・5②一ロ）

第2種農地 市街地の区域内又は市街地化の傾向が著し
い区域内にある農地に近接する区域内にあ
る農地、その他市街地化が見込まれる区域
内にある農地で次に該当する農地
① 道路、下水道その他の公共施設又は鉄
道の駅その他の公益的施設の整備の状況
からみて、第3種農地の場合における公
共施設等の整備状況の程度に該当するこ
とが見込まれる区域内にある農地で次に
該当する農地

周辺の土地で
は事業の目的
を達成できな
い場合、公益
性が高い事業
等の場合は、
許可（農地4⑥
二・5②二、農
地令4②・11②）
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㋐ 相当数の街区を形成している区域内
にある農地
㋑ 次の施設の周囲おおむね500メート
ル以内の区域内にある農地
ⓐ 鉄道の駅、軌道の停車場又は船舶
の発着場
ⓑ 都道府県庁､市役所､区役所又は町
村役場（これらの支所を含みます。）
ⓒ その他ⓐ及びⓑの施設に類する施
設

② 宅地化の状況が住宅の用若しくは事業
の用に供する施設又は公共施設若しくは
公益的施設が連たんしている程度に達し
ている区域に近接する区域内にある、お
おむね10ヘクタール未満の農地の区域内
にある農地

（農地4⑥二・一ロ(2)・5②二・一ロ(2)、農地
令8・15、農地規45・46）

第3種農地 市街地の区域内又は市街地化の傾向が著し
い区域内で、次に該当する農地
① 道路、下水道その他の公共施設又は鉄
道の駅その他の公益的施設の整備の状況
が次の程度に達している区域内にある農
地
㋐ 水管、下水道管又はガス管のうち2
種類以上が埋設されている道路の沿道
の区域であって、容易にこれらの施設
の便益を享受することができ、かつ、
農地からおおむね500メートル以内に
二つ以上の教育施設、医療施設その他
の公共施設又は公益的施設が存する

原則許可
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72 農地における盛土規制法の対象は

相談内容

傾斜地のある農地に、表土を補充して果樹を栽培すること
を計画しています。営農の一環として行う予定ですが、宅地
造成及び特定盛土等規制法の規制対象となる盛土の基準等に
ついて教えてください。

回 答

傾斜地のある農地で果樹を新たに植えて営農を行う場合であって

も、全ての行為が宅地造成及び特定盛土等規制法（以下「盛土規制法」

といいます。）の規制対象となるわけではありません。樹園地におけ

る樹木の改植や、法面・耕作道の維持管理など、従来から営農の一環

として行われてきた行為については、通常の営農行為として整理され

ており、原則として規制の対象にはなりません。

一方で、外部から土砂を搬入して表土を補充する場合には、盛土に

該当するかどうかの確認が必要です。表土の補充であっても、その前

後の地盤面の標高差が、盛土規制法施行規則に基づく考え方を踏まえ

て都道府県等が定める基準を超えないものについては、規制の対象外

として取り扱われることがありますが、補充の方法や範囲によっては

判断が分かれる場合もあります。傾斜地で果樹栽培を行う計画がある

場合には、内容を整理した上で、事前に自治体の担当窓口に相談する

ことが重要です。
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解 説

盛土規制法は、宅地造成に限らず、農地や森林を含む土地全般を対
象に、一定規模以上の盛土、切土及び土砂の堆積を規制する法律です。
土地の用途に関わらず、土地の形質の変更によって災害の危険性が高
まるおそれがある行為を対象とする点に特徴があります。
もっとも、盛土規制法は通常の営農行為まで一律に規制するもので

はありません。国が都道府県等に示している技術的助言である「宅地
造成及び特定盛土等規制法の施行に当たっての留意事項について（技
術的助言）」（令5・5・26国官参宅12 5農振650 5林整治244）では、樹園地に
おける樹木の改植や法面・耕作道の維持管理などについては、通常の
営農行為にあたるものとして整理されており、原則として盛土規制法
の規制対象とはならないとされています。
一方で、外部から土砂を搬入して表土を補充する行為など、土地の

高さや形状に変化が生じる場合には、盛土規制法の適用関係を確認す
る必要があります。盛土規制法では、一定規模以上の盛土、切土及び
土砂の堆積について、基準（盛土規制令3・4）に該当する場合には、規制
区域内で許可等の手続が求められます。
表土の補充については、土石の堆積であって前後の地盤面の標高差

が30センチメートルを超えないものが規制の対象外とされていること
(盛土規制規8十ロ)を踏まえ､技術的助言では､表土の補充についても同
様の考え方を参考にした運用が示されています｡このため､表土の補充
であって盛土規制法施行規則の考え方を踏まえて都道府県等が定める
基準を超えないものについては､規制の対象外として整理されています｡
ただし、盛土規制法は土砂災害の防止を目的とする制度であるため、

傾斜地では、表土の補充の方法や範囲、排水の状況等によって土地の
安定性に影響を及ぼすおそれもあります。このため、果樹栽培を目的
とした行為であっても、計画内容を整理した上で、事前に自治体に相
談しながら進めることが重要です。
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77 農地所有適格法人以外の法人形態で農業に参
入したい

相談内容

現在法人を経営しており農業の参入を考えています。農地
所有適格法人を設立するのではなく、現在の法人の形態を大
幅に変更せずに農地を借りて農業参入したいのですが、可能
でしょうか。

回 答

農地を借りて農業に参入するということであるならば、農地所有適

格法人の要件を満たさない法人（以下「農地所有適格法人の要件を満

たさない一般法人」といいます。）であっても一定の要件を満たすこと

で農業への参入が可能になります（賃借権及び使用貸借の設定に限り

ます。）。ただし、その法人は、農地法3条の許可等の要件を満たすこと

が必要です（9参照）。

本ケースにおいては、これから法人の農業経営をスタートさせるこ

とから、農地法3条であればその許可要件については、今後の農業経営

計画等により判断がされることになります。

解 説

農地所有適格法人以外の法人が、農地の賃貸借又は使用貸借による

権利の設定を行うためには、下記の法人要件を満たすことが必要です
（農地3③、農地規17）。
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① その法人の業務を執行する役員又は重要な使用人（農場長等）の
うち、一人以上がその法人の行う耕作の事業に常時従事すること

② 農地の権利の取得後に農地を適正に利用していないと認められる
場合は使用貸借又は賃貸借を解除する条件について所有者と書面に
より契約がされていること

③ 地域における他の農業者と適切な役割分担の下に継続的かつ安定
的に農業経営を行うこと
なお、その法人が農地を借りることができる要件を満たすかどうか

については、一定の機関から認可等を得るということではありません。
その法人が農地法3条の許可等の申請をする際に、農地所有適格法人
の要件を満たさない一般法人としての要件を満たしているかどうかの
判断がされることになります。
農業委員会は、同法人に農地法3条の許可をしようとするときは、あ

らかじめその旨を市町村長に通知します（農地3④）。
農地所有適格法人の要件を満たさない一般法人が農地の権利を取得

した後は、毎年、事業の状況等について、農業委員会に報告をするこ
とが義務付けられています（農地6の2①）。
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114 農業経営で赤字の場合にも確定申告は必要か

相談内容

農業を営んでいますが、今年は経営がうまくいかず、赤字
になってしまいました。赤字の場合でも確定申告が必要なの
でしょうか。

回 答

農業所得以外も含めた各種所得の合計額から所得控除を差し引いた

課税所得金額がマイナスの場合には確定申告は必要ありません。

ただし、赤字の場合でも確定申告をすることによって、将来黒字と

なった場合の税額を抑えるために損失の繰越しをしたり、源泉所得税

等の還付を受けることが可能だったり、前年に黒字で納税している場

合に純損失の繰戻しによる所得税の還付を受けたり、確定申告するこ

とが有利に働くことがあります。

解 説

１ 確定申告をしなければならない場合
農業所得以外も含めた各種所得の合計額から所得控除を差し引いた

課税所得金額を算出し、課税所得金額に応じた税額が配当控除額を超

える場合には、確定申告書を提出する必要があります（所税120①）。

農業所得以外も含めた各種所得の合計額から所得控除を差し引いた

課税所得金額がマイナスの場合には確定申告義務はありません。もっ

とも、確定申告義務はなくとも、損失の繰越しや純損失の金額の繰戻
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しによる所得税の還付請求手続を行うために確定申告しておくことが
重要です。

２ 損失の繰越し
事業で損失（赤字）が発生した場合に青色申告をすることで、当該

赤字を3年間繰り越すことができます。
繰り越した損失は、将来利益が発生した際に所得計算上控除するこ

とができます。すなわち、将来の黒字と繰り越した赤字を相殺し、発
生した黒字額から過去の赤字分を控除することで、将来の課税所得を
抑えることが可能になります（所税70①）。
そのため、赤字が発生した場合には、確定申告をして損失を繰り越

しておくことが推奨されます。

３ 純損失の金額の繰戻しによる所得税の還付請求手続
青色申告者で前年に黒字で所得税の納税を行っている場合には、当

年に発生した純損失を前年の所得金額から控除し所得税を再計算し、
納税した額との差額について還付を受けることができます。この手続
を純損失の金額の繰戻しによる所得税の還付請求手続といいます（所
税140）。
純損失の金額の繰戻しによる所得税の還付請求手続をすることで、

過去に納税した額から還付を受けることができますから、損失が発生
した場合には、当該手続を検討しておくことが重要です。
しかしながら、所得税には繰戻還付の手続はあるものの、住民税に

は繰戻還付の制度がありません。一方、損失を繰り越し将来の課税所
得を抑える対応をした場合には住民税を抑えることが可能です。
将来の所得等を予測しつつ、損失の繰越しと繰戻還付のどちらが有

利か検討することが重要です。
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